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１９９０年代にともに金融危機と経済不況を経験した

日本と韓国は，経済発展の過程や産業構造，産業政

策などの類似性から，政治経済学を中心にこれまで

も多くの比較研究がなされてきた。近年では，日本

の小泉政権と韓国の盧武鉉政権の登場により，同時

期に起こった両国のポピュリズム的な変革型政治現

象について，比較の視点で語られることがある。本

書は，そうした時代背景のなかで，日韓の政治社会

の変動に対して政治体制や政治環境をはじめ，地方

分権や市民社会，雇用構造といった多角的な視点か

ら比較分析を試みようとするところに特徴がある。

全３部，合計１０章から構成される本書の概略は以

下のとおりである。第１部は，政治理念とリーダー

シップについて扱っている。韓国では１９８７年の民主

化以降，大統領の政治的リーダーシップが政治社会

的空間において重要な役割を担ってきた。その土台

は，大統領の権限を規定する政治制度やそれが行使

される政治状況よりも，国民投票制によって選出さ

れるがゆえに世論を組織化し，国民大衆に対する直

接的な説明責任を極大化できる個人的能力にある

（第１章）。それに対して，日本の政治的リーダー

シップは首相個人の権力行使能力や戦略よりは，と

もに分権的な与党と政府の主要アクターとの相互依

存関係からなる「執政ネットワーク」に依存する（第

２章）。現在韓国で展開する政治理念の変化につい

て分析を行った第３章では，従来の支配的保守主義

に対抗する新たな自由主義理念の模索と階級的進歩

主義の矮小化という三極構造へ政治フレームが再編

している現状を捉え，そうした動きの背景に民主化

運動の流れを汲んで生成した市民社会と政治社会と

の相互作用を見出している。

第２部のテーマは，政党・地方自治・市民団体で

ある。第４章では，市民社会から表出し，民主化運

動の課題のひとつとして始動した韓国の地方分権推

進をめぐる政治力学が検討される。韓国同様に中央

集権的ながらも，中央と地方の権限や機能，責任の

範囲が重複する日本の地方自治の融合的性格につい

て考察した第５章に続き，第６章では長く日本の政

権政党として安定的な統治力を示してきた自民党の

組織的特徴を，凝集性，規律，調整力の観点から分

析している。一方で，韓国の政治社会における公的

と私的な信頼構造の乖離を考察したユニークな研究

もある（第７章）。そして第８章では，金融危機後

の韓国に相次いで誕生した左派政権下で新たに展開

される国家－社会－市場関係を，政府－市民団体－

企業間の関係から明らかにしている。そこでは，グ

ローバル化と国民参与型の民主主義の台頭が同時進

行した点に着目し，公平さと福祉を模索する新たな

韓国的国家像が描かれている。

最後の第３部では，本書の流れからはやや異色な

金融政策と労働市場の日韓比較が行われている。金

融政治の日韓比較を行った第９章では，両国の工業

化過程で示された金融市場や銀行経営への政府介入

の違いが，金融危機後の政策対応の明確な違いに大

きな影響を与えたことが説明される。第１０章では，

韓国における金融危機後の急速な失業率低下とバブ

ル崩壊後の日本での漸増に対し，両国の労働市場構

造の形成パターン（内部か外部か）や就職口を斡旋

する人間関係ネットワークの違いといった仮説を提

示し検討を行っている。

本書は，日韓両国の研究者がそれぞれ自国の状況

を中心に論を展開している傾向が強いため，タイト

ルにあるような「比較分析」が本書のなかでどの程

度有意義に行われたのか疑問が残る。また，各章で

扱われる具体的なテーマは自己完結的に収束してい

る印象が拭えないため，章間あるいは全体を貫徹し

共有される問題意識がみえにくい。それでも，本書

は日韓政治社会の現状を理解し，読者自身が日韓比

較の視角を考えるうえでの良き材料を提供している。
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